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 「海外経済協力に関する検討会」報告書の概要  
 

平成１８年２月２８日 

 

序 

１ 「政策金融改革の基本方針」 

２ 検討会における議論の過程 

３ 「海外経済協力」という用語について 

・ＯＤＡのみならずＯＯＦ、ＯＯＦに関連する民間資金の活用も含めた広い概念。 

 

第１ 基本的視点（検討の前提となる国際情勢） 

１ 我が国を取り巻く国際情勢 

・我が国の海外経済協力の成り立ち。日本モデルの経済協力の成果。中国、イン

ド、ブラジル等新興途上国の台頭と我が国への影響。欧米援助国等の動向。ソ

フトパワーの重要性。グローバル化時代の我が国企業の競争力確保の必要性。 

２ 今、何のための海外経済協力か 

・ＯＤＡ（政府開発援助）と「開かれた国益」の関係。最も重要な外交手段のひ

とつとしてのＯＤＡの位置づけ。 

・ＯＯＦ（ＯＤＡ以外の政府資金）の「呼び水効果」。資源・エネルギー確保と国

際競争力確保、経済危機への戦略的対応の必要性。 

３ ＯＤＡを中心とする海外経済協力を取り巻く状況 

・ＯＤＡ戦略に見られる問題点。ＯＤＡ実施機関の問題点。 

・援助協調、国民参加の推進の必要性。多国間援助も含めた政策の視点の重要性。

国際金融等業務の戦略的活用の必要性。 

 

第２ 海外経済協力の政府内体制の在り方 

１ 海外経済協力の司令塔機能の強化 

・海外経済協力をより戦略的、効果的に実行するため、「海外経済協力会議（仮称）」

を内閣に設置し、海外経済協力の重要事項を機動的かつ実質的に審議。 

・常設メンバーは、総理、官房長官、外務大臣、財務大臣、経済産業大臣。 

（議題に応じその他の関係閣僚、実施機関の長等にも参加を求める。） 

・審議事項は、ＯＤＡ戦略の枠組み、主要途上国に対する海外経済協力の在り方、

特定重要プロジェクトその他の海外経済協力に関する重要事項。 

・実務の現状、外交政策等との関係を考慮し、外務省が、関係省庁との連携を深

めつつ、引き続き、ＯＤＡに関する調整の中核の任に当たる。 
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・「小さな政府」の観点から、新たな行政庁を設けることは適切ではない。 

・「司令塔」の機動的、戦略的な運営のために必要な少数精鋭の事務体制を内閣官

房に整備すべき。 

・海外経済協力に関心と知見を有する国民の声を反映させる方策も検討すべき。 

・相手国との関係等を考慮し、審議内容は原則的に非公表が適切。 

 

２ 海外経済協力の実施段階における関係機関の連携強化 

・我が国の産官学が有する優れた技術・ノウハウ、人材等を最大限活用。 

・関係省庁及び実施機関における情報共有・人事交流等を通じた連携の強化。 

 

第３ 海外経済協力の実施機関の在り方 

１ 我が国海外経済協力の実施機関が果たしている機能 

・ＯＤＡの各機能（円借款、技術協力、無償資金協力）は相互に補完しあいなが

ら重要な役割を果たしており、維持・強化されるべき。 

・ＯＯＦの機能は、海外資源や国際競争力確保、通貨危機対応については維持。 

２ 我が国海外経済協力の実施機関に関する評価 

・援助の効率的実施、「顔の見える援助」の観点から、ＯＤＡを一元的に実施すれ

ば、スキーム間連携の強化等を通じて、援助効果の向上が期待できる。 

・その場合、ＪＢＩＣが一体であったことにより得られた連携機能を引き続き活

かすような工夫が重要。 

３ 我が国海外経済協力の実施機関の改編 

・円借款、技術協力、無償資金協力の連携をさらに強化するため、ＪＩＣＡが一

元的に実施。ＪＩＣＡのブランドは維持・強化。具体的には、ＪＢＩＣの円借

款部門をＪＩＣＡと統合するとともに、無償資金協力については、ＪＩＣＡを

実施主体と位置付け、必要な体制を整備すべき。 

・なお、無償資金協力のうち、機動的に実施すべきもの等は外務省が引き続き自

ら実施。 

・技術協力は関係省庁が相互に連絡を密にし、情報共有・連携を強化。 

・円借款は現在の各省協議・連携体制を維持し、債務の償還確実性や財務の健全

性、通商・経済上の観点等が確保される体制とすべき。 

・職員の専門的能力が十分発揮できるような配慮が必要。 

・ＪＢＩＣの国際金融等部門は、新政策金融機関に統合。ＪＢＩＣのブランド維

持、新政策金融機関の国際部門の一定の組織的独立性、国際部門の長の対外的

な位置づけを含めたＪＢＩＣの現在のステータスを活用できる体制、連絡協議

会の設置等円借款部門との有機的な連携の維持などに配慮して制度設計を検討

すべき。 




